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論文内容の要旨

まず本稿では民事訴訟法理論と民事裁判実務の関係性の回復が問題の基礎に据えられる。そのためには成熟した解

釈理論のいわばリストラが必要であり，この点を詰めるために民事裁判制度の現状把握が肝要となり，そこから検討

すべき問題点を抽出される。その結果，本稿で取りあげられた論点は当事者論，その中でも当事者確定理論である。

第一章では次のことが示唆された。規制緩和が進むことでさまざまな民事紛争が社会に顕在化する可能性が高ま

る。その場合，裁判所は，数量的に増大し，質的に複雑化する紛争を適正かつ効率的に処理することが期待されるが，

裁判所の現状は事件負担の重さにあえいでいる。かかる現状認識から出発し，司法機能を充実させ，司法へのアクセ

スをこれまで以上に保障するため，手続法の視角を探求し，アメリカ合衆国の司法制度との比較検討を示唆する。

次に，第二章では日本の民事訴訟理論とアメリカ合衆国のそれとの比較研究の前提として，それらの根本的な差異

がどこにあるかを考察する。そのためにまず，現在のアメリカ合衆国における民事訴訟制度の実態研究を参照する。

そこから導かれるのは裁判官の手続裁量がきわめて大きなものになってきていることである。なぜかかる状況が生じ

たかにつき， Stephen C. Yeazell 教授の考察を中心にして連邦民事訴訟制度の史的展開を見る。

第三章では，高度に発達した経済社会において，さまざまな経済活動から生じる民事紛争を終局的に処理できるの

は裁判所であり，それゆえ，このような紛争主体について，裁判所への適切なアクセスをいかに保障するかが課題と

される。本章では，この問題を当事者確定理論の枠組みを用い，アメリカ合衆国の法理論との比較を手がかりに考察

する。

以上から，当事者確定理論が効率的な制度運営から生じる当事者への個別具体的な不利益を調整する機能を果たし

うる可能性が示唆され，かかる認識のもと当事者確定理論およびそれに関連する理論領域の再構築がなされねばなら

ない。
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論文審査の結果の要旨

本論文は，理論と実務の聞に顕著な差異が生じている問題領域の一つである，民事訴訟における当事者論を取り上

げるもので，アメリカ法における当事者変更論の展開を参考にしながらョ理論と実務の両者の架橋をめざすべく，前

者において解釈論としての柔軟な対応の可能性を示唆するものである。すなわち，当事者論の領域では，従来，実務

の弾性的な処理と理論の側による問題解決への硬性的な呈示との聞には，ほとんど埋めがたいほどの溝があった。こ

うしたなかで，まず，より大きな司法機能の充実と司法へのアクセスの保障という視点から，アメリカ合衆国の民事

司法システム， とりわけその事実審理手続の史的変選が紹介され，ついで，当事者論の問題として，アメリカ法にお

ける Misnomer 法理の歴史的展開を検証し，制度の効率とこれに伴う当事者の不利益とを調整する鍵を見出す。それ

は，本論文の表現を尊重すれば， I原告当事者が相手方としていったい誰を訴えようとしていたのかJ ， I その者に対し

て，たとえば適切に送達がなされ，訴訟開始時点、において当該手続に関与する機会が保障されていたのかJ，であり，

つまりは「手続的デュープロセス J の重視ということであって，このことは「ドイツ法に由来するドグマとの戦いJ

ということにもなる，という。

以上の次第であって，本論文が，一つの困難な問題領域への積極的な挑戦を試みるなか，全体において，これまで

の自立した研究活動の成果を示すばかりか，わが国における今後の民事訴訟理論の抜本的な見直しへの突破口を切り

開く有力な視角を呈示したものともいえるわけであって，博士(法学)の学位を授与するに十分値するものと判断す

る。
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